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Ⅰ　公立能登総合病院改革プランの概要

　１　経営改革の歩みと改革プランの更新

　当院は、新病院建設（平成１２年３月竣工）による減価償却費や企業債償還金の増加、医師不足

による診療収入の低下等により、経営状況が著しく悪化しました。

　このことから当院では、平成１７年度に経営企画室を設置し、平成１８年度から３年間を集中的

に経営状況の改善を目指す期間と位置づけ、改革の道筋をまとめた「経営改革のシナリオ」に基づ

き、具体的な取り組みを推進してきました。

　当院が経営改革に取り組み始めた頃、全国の公立病院を取り巻く環境は、８割が赤字経営、全国

的な医師不足による診療科の閉鎖、病院事業の赤字がそのまま自治体全体の財政状況に悪影響を与

えるなど、公立病院の存続が極めて厳しい状況となっていました。

　これを受けて総務省は、早急に公立病院改革を進めるために、平成１９年１２月に「経営の効率

化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直し」という３つの視点に立った、「公立病院改革ガイ

ドライン」を公表し、この指針に沿った「公立病院改革プラン」を平成２０年度中に策定するよう、

公立病院を設置する自治体に要請しました。

　当院では、「経営改革のシナリオ」によって３年間取り組んだ「第１次」改革の実績を踏まえ、
さらに病院改革を継続・発展させ、その成果を一層高めるものとして、「公立病院改革プラン」を
策定し、「第２次経営改革のシナリオ」としました。
　「第２次経営改革のシナリオ」では、前項の３つの視点のうち「経営効率化」に係る部分は平成
２１年度から同２３年度まで、「再編・ネットワーク化」及び「経営形態の見直し」に係る部分は、
平成２１年度から同２５年度までの期間を対象としています。

　経営改革の結果､平成１７年度に14億1,229万円であった単年度赤字額は、年々減少し、平成２３
年度には、2億2,940万円の単年度黒字を計上するなど、「第２次経営改革のシナリオ」における当
初の目標はほぼ達成されておりますが、公立病院改革は決して一過性のものではなく、改革に向け
た不断の取組みによって、地域にとって、真に必要な医療機関としての存続が可能となります。

　今回は、「第１次」及び「第２次」改革での取り組みによる堅実な歩みを継承し、さらなる持続
可能な健全経営を確立するために改革プランを更新し、「第３次経営改革のシナリオ」としました。
　「第３次経営改革のシナリオ」では、「経営効率化」に係る部分は平成２４年度から同２６年度
まで、「再編・ネットワーク化」及び「経営形態の見直し」に係る部分は、更新前の内容を継続し、
平成２５年度までの期間を対象としています。

　２　当院が果たす役割及び一般会計負担の考え方

　当院は、公立病院として、住民に信頼される良質で安全な地域医療を提供するため、救急医療、
精神医療、へき地医療などの政策医療・不採算医療（※）に積極的に取り組むほか、医師・看護師
等の医療従事者の確保に努め、４疾病５事業（※）における医療提供の充実など県医療計画に明確
化された地域における基幹的・中核的な医療機能を着実に達成します。

　また、当院が提供してきた医療は、地域住民からのニーズも高く、地域住民の健康を守るために
不可欠な医療であるため、現在の診療科を維持しながら、地域における医療機能の分化・連携をよ
り一層効果的に推進し、急性期病院として質の高い入院治療が２４時間提供できるよう入院診療を
充実し、外来診療のスリム化を推進するとともに、「地域医療支援病院」を目指し、専門的な外来
診療への重点化や紹介率及び逆紹介率の向上に努めます。
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　地方公営企業法の適用を受ける病院事業は、独立採算制が原則であります。
　しかし、当院が自治体病院としての役割、県医療計画を踏まえた役割を果たすうえで、救急医療
など不採算となる事業についても行わざるを得ません。
　一般会計からの負担は、そのような点に着目し行われています。
　負担基準については、地方公営企業法に基づき、毎年度総務省より通知される「地方公営企業繰
出金について」（※）に定められている項目を基準とし、繰入額は地方交付税の算定基準等を参考
に一般会計と協議を行います。

　※政策医療・不採算医療

　　　救急医療、小児・周産期医療、精神医療、へき地医療、災害医療、感染症医療など。

　※４疾病５事業

　　　死亡原因の大部分を占める「がん・脳卒中・急性心筋梗塞・糖尿病」の４つの疾病と、地域医療の確保において重要

　　な課題となる「救急医療・災害医療・へき地医療・周産期医療・小児医療」の５つの事業のこと。

　※「地方公営企業繰出金について」

　　　毎年、総務省から通知される一般会計からの負担の基準を定めたもので、平成23年度の繰出項目は次のとおりとなっ

　　ている。

＊①「病院の建設改良に要する経費」 　②「へき地医療の確保に要する経費」

　③「不採算地区病院の運営に要する経費」 　④「結核医療に要する経費」

＊⑤「精神医療に要する経費」 　⑥「感染症医療に要する経費」

　⑦「リハビリテーション医療に要する経費」 ＊⑧「周産期医療に要する経費」

＊⑨「小児医療に要する経費」 ＊⑩「救急医療の確保に要する経費」

＊⑪「高度医療に要する経費」 　⑫「公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費」

　⑬「院内保育所の運営に要する経費」 　⑭「公立病院附属診療所の運営に要する経費」

　⑮「保健衛生行政事務に要する経費」 ＊⑯「経営基盤強化対策に要する経費」

＊⑰「地方公営企業職員に係る子ども手当に要する経費」

　　　当院へは、新病院建設に係る企業債元利償還金や救急医療の確保などの項目（前掲「＊」印項目）について繰入れが

　　行われている。

　　　また、へき地医療の確保に要する経費など、別に補助金の対象となっているものや、結核病院の運営など、実施して

　　いないものについては、繰入れされていない。
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　３　経営の効率化

　改革プランでは、積極的に経営の効率化を図るため、主要な経営指標に数値目標を掲げています。

　また、その数値目標を達成するための取り組みを、「民間的経営手法の導入」「収入増加・確保

対策」「事業規模・経営形態の見直し」「経費削減及び抑制対策」「医療の質と病院機能の向上」

の５項目で、それぞれ行っていくことになっています。

（１）改革プラン対象期間の収支計画

　①収益的収支
(単位：百万円、％)

１.医業収益

(1)料金収入

(2)その他

うち他会計負担金

２.医業外収益

(1)他会計負担金・補助金

(2)国(県)補助金

(3)その他

経常収益 (A)

１.医業費用

(1)職員給与費

(2)材料費

(3)経費

(4)減価償却費

(5)その他

２.医業外費用

(1)支払利息

(2)その他

経常費用 (B)

　経常損益 　(A)－(B) (C)

１.特別利益 (D)

２.特別損失 (E)

特別損益　(D)－(E) (F)

　純損益 (C)＋(F)

　累積欠損金 (G)

流動資産

流動負債

　 うち一時借入金

翌年度繰越財源

差引 不良債務

経常収支比率

不良債務比率

医業収支比率

職員給与費対医業収益比率

資金不足比率

病床利用率(一般)

H26
備考

(実績) (実績) (税抜) (税抜) (税抜) (税抜)

H21 H22 H23 H24 H25

8,261

7,012 7,522 7,673 7,779 7,831 7,884

収

入

7,429 7,940 8,034 8,099 8,208

417 418 361 320

634 689 710 784 776 775

377 377

150 147 90 50 90 90

22 14 13 17 15 15

522 567 596 657 650 650

8,063 8,629 8,744 8,883 8,984 9,036

90 108 101 110 111 110

8,258

4,126 4,397 4,519 4,732 4,529 4,524

支

出

7,612 8,070 8,229 8,386 8,244

1,633 1,714 1,697 1,624

716 772 694 696 746 814

1,641 1,652

1,102 1,160 1,290 1,306 1,300 1,240

418 418 413 396 396 394

35 27 29 28 28 28

147 157 164 159 166 174

271 261 249 237 230 220

33 141 102 101 344 384

8,030 8,488 8,642 8,782 8,640 8,652

0

0 1 1 0 0 0

特
別
損
益

0 0 2 0 0

0 ▲1 1 0

6,882 6,742 3,201 3,100 2,756 2,372

0 0

33 140 103 101 344 384

不
良
債
務

2,872 3,462 3,972 4,330 4,932

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

5,581

385 397 397 397 397 397

0

0 0 0 0 0 0

当年度同意等債で未借入又は
未発行の額

0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

100.4 101.7 101.2 101.2 104.0 104.4

55.5 55.4 56.2 58.4 55.2 54.8

97.6 98.4 97.6 96.6 99.6 100.0

84.2 89.0 87.9 87.9 87.9 87.9

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
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　②資本的収支
(単位：百万円、％)

１.企業債

２.他会計出資金

３.他会計負担金

４.他会計借入金

５.他会計補助金

６.国(県)補助金

７.その他

収入計

前年度許可債で当年度借入分

純計(a)－{(b)＋(c)}

１.建設改良費

２.企業債償還金

３.他会計長期借入金返還金

４.その他

支出計

　差引不足額　(B)－(A)

１.損益勘定留保資金

２.利益剰余金処分額

３.繰越工事資金

４.その他

計

補てん財源不足額　(C)－(D)

実質財源不足額

 ＜試算にあたっての諸条件＞

・ 診療報酬改定(計画期間中、H24及びH26)において、大幅な増減が生じないものとして試算した。

・ 消費税及び地方消費税改定(計画期間中)において、税率改正がないものとして試算した。

・ 企業債に係る借入金利を「0.7％」とした。

・ 収益的収支の収支計画中「（実績）」欄には、決算額（税抜）を記載。

・ 平成26年4月から新しい会計制度が適用されるが、現在の会計制度に基づいて試算した。

・ 計画期間中の｢患者数、診療単価、病床利用率｣を、次のとおりとした。

(人)

(円)

(％)

(人)

(円)

(人)

(円)

(％)

(人)

(円)

H26
備考

(実績) (実績) (税込) (税込) (税込) (税込)

H21 H22 H23 H24 H25

790

0 0 0 0 0 0

収

入

350 112 252 725 680

197 268 363 354

53 7 3 31 3 3

248 248

0 0 0 0 0 0

1,041

0 0 1 1 0 0

6 1 0 152 0 0

うち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

0 0 0 0 0

606 388 619 1,263 931

606 388 619 1,263 931 1,041

0

0 0 0 0 0 0

支

出

426 148 302 951 703

0 0 0 0 0 0

7 11 14 13 13 13

801

698 697 719 750 775 891

525 468 416 451 560 664

1,131 856 1,035 1,714 1,491 1,705

補
て
ん
財
源

470 412 359 393 500

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

603

55 56 57 58 60 61

0 0 0 0 0 0

525 468 416 451 560 664

0

0 0 0 0 0 0

当年度同意等債で未借入又は
未発行の額

0 0 0 0 0

H23 H24 H25 H26

一
般

入
院

 一日当たり患者数 290 290

外
来

 一日当たり患者数 830 810 800

290 290

 診療単価 44,290 44,750 44,970 45,200

790

 診療単価 11,500 12,000 12,290 12,530

 病床利用率 87.9 87.9 87.9 87.9

精
神

入
院

 一日当たり患者数 80 80 80

 病床利用率 80.0 80.0 80.0

6,180

外
来

 一日当たり患者数 140 140 140 140

 診療単価 6,200 6,100

80

 診療単価 15,270 15,490 15,800 16,120

6,250

80.0
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（２）経営指標に係る数値目標

　①財務内容の改善に係る数値目標

(税込)

　②医療機能確保に関する数値目標

H26
説　　　明

 経常収支比率 100.4％ 101.7％ 101.2％ 101.2％ 104.0％ 104.4％

経常的な経営活動から生ずる
経常収益で経常費用を賄うこと
ができているかを示す指標。

この指標が100％を下回る幅が
大きいほど赤字が大きい。

【経常収益÷経常費用×100】

基本目標項目
H21

実 績
H22

実 績
H23 H24 H25

100.0％

医業活動に要する費用である
医業費用を医業活動で得た収入
である医業収益で賄うことがで
きているかを示す指標。

この指標が100％を下回る幅が
大きいほど赤字が大きい。

【医業収益÷医業費用×100】

 職員給与費対医業収益
 比率

55.5％ 55.4％ 56.2％ 58.4％ 55.2％ 54.8％

医業収益に対する職員給与費
の割合。最大の費用項目。精神
病床 100床を有し、また達成目
標年度に看護師等の人員が充足
となる計画から高目の割合。

【職員給与費÷医業収益×100】

 医業収支比率 97.6％ 98.4％ 97.6％ 96.6％ 99.6％

20.0％

医業収益に対する材料費の割
合。
【材料費÷医業収益×100】

 病床利用率

一般 84.2％ 89.0％ 87.9％ 87.9％ 87.9％ 87.9％

 材料費対医業収益比率 22.0％ 21.6％ 21.1％ 20.1％ 20.0％

 患者一人当たり
 診療収入

一
般

入
院

41,808円 43,177円 44,290円

病床数に対する延入院患者数
の割合をいい、病院の入院状況
を示す指標。
【年延入院患者数
　　　　　　　　÷年延病床数×100】

精神 76.1％ 79.1％ 80.0％ 80.0％ 80.0％ 80.0％

44,750円 44,970円 45,200円
診療収入を延患者数で除して

算出された患者一人当たりの平
均診療単価。

外
来

10,824円 11,228円 11,500円 12,000円 12,290円

6,317円 6,037円 6,200円 6,100円 6,180円 6,250円

12,530円

精
神

入
院

14,803円 14,813円 15,270円 15,490円 15,800円 16,120円

外
来

（人間ドック含む）
一般 277.7人 293.6人 290.0人 290.0人

H26
説　　　明

 一日平均 入院患者数 353.8人 372.7人 370.0人 370.0人 370.0人 370.0人
　一日当たりの平均患者数。

急性期病院としての役割を果
たしつつ、在院日数の短縮に取
組んでいる。

【年延入院患者数÷診療日数】

基本目標項目
H21

実 績
H22

実 績
H23 H24 H25

290.0人 290.0人

精神 76.1人 79.1人 80.0人 80.0人 80.0人 80.0人

930.0人
　一日当たりの平均患者数。

かかりつけ医を推進し、患者
数の適正化に取組んでいる。

【年延外来患者数÷診療日数】
一般 828.7人 835.7人 830.0人 810.0人 800.0人 790.0人

 一日平均 外来患者数 968.3人 977.8人 970.0人 950.0人 940.0人

 (管理型＋協力型)

140.0人

 臨床研修医受入れ人数 7人 6人 7人 7人 7人 7人

精神 139.6人 142.1人 140.0人 140.0人 140.0人
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（３）目標達成に向けた取り組み

　①民間的経営手法の導入

　（ⅰ）経営分析・経営診断の実施
　　　診療に対する収益や業績等を中心とした経営分析に加え、ＤＰＣ分析による疾患別各種デー

　　タ分析（ベンチマーキング等）を行い、効率的かつ適正なコストのあり方についての分析を進

　　めます。

　（ⅱ）新たな地方公営企業会計制度の導入
　　　地方公営企業会計制度の見直しが行われており、当院では、この新たな地方公営企業会計制

　　度を、平成２６年４月１日から適用することを予定し、所要の改正や移行処理を行います。

　
　②収入増加・確保対策

　（ⅰ）医療業務のＩＴ化推進
　　　平成２１年度に導入した｢電子カルテシステム｣を安定的に運用し、電子化による業務プロセ

　　スの効率化を図る一方、診療情報の共有化によるチーム医療に積極的に取り組み、診療機能の
　　充実を図ります。
　　　また、平成２５年度以降に「次世代電子カルテシステム」を導入し、さらなる診療機能の充
　　実を図ります。

　（ⅱ）地域における医療連携の推進
　　　「２人主治医制」（※）を推進し、各医療機関の機能分担と連携強化に取り組み、急性期病

　　院として紹介率及び逆紹介率の向上を図ります。

　　※２人主治医制

　　　　日常の健康管理は「かかりつけ医(地域の開業医)」で、入院治療をはじめとする専門的な治療や精密検査は当院でと、

　　　２人の医師(主治医)が患者を診察すること。２人の医師が情報交換を行いながら診察するため、患者は安心して治療を

　　　受けることができる。

　
　（ⅲ）在院日数の適正化
　　　クリニカルパス（※）の活用、ＤＰＣ（※）分析をとおし、医療の標準化及び透明性を図り、

　　疾患に応じた在院日数の適正化に努めます。

　　※クリニカルパス

　　　　ある疾患における病気を治すうえで必要な治療、検査やケアなどの診療内容を標準化し、主に入院時に患者さんに手

　　　渡される診療スケジュール表のことをいう。

　　　　病気の治療内容とタイムスケジュールを明確にすることで、患者さんは、いつ検査や手術があり、いつ頃退院できる

　　　かということがわかるので、入院生活の不安が少なくなる。また、医療スタッフにとっては、どのような医療行為をい

　　　つ、誰が行うのか、患者さんへの説明はどのようにするかということが明確になるので、チームとしての医療サービス

　　　をスムーズに提供できるようになる。

　　※ＤＰＣ(Diagnosis Procedure Combination）

　　　　入院患者の診療報酬額について、従来の出来高払いではなく、患者が何の病気であったかという診断群分類に従った

　　　定額払いをする包括評価制度のことをいう。これまでの出来高払いとは違い、回復への最短治療に向けて、医療サービ

　　　スが標準化されるため、無駄な医療が削減され、医療費の抑制が期待できる。

　　　　また、ＤＰＣという全国共通の指標を用いて他医療機関との比較が可能になったため、ＤＰＣを分析し、プロセス管

　　　理を行うことで、クリニカルパスの作成支援や効率的で適正なコスト管理が可能になった。

　（ⅳ）病床利用率の確保
　　　地域医療連携の推進により紹介率の向上に努め、新入院患者の確保を図ります。

　（ⅴ）医師の招聘・看護師の確保対策
　　　大学医局への訪問、地域出身医師への強力なリクルーティング活動及び臨床研修プログラム
　　の充実を図り、医師・研修医の招聘に努めます。また、医学生を対象とした修学資金貸与を実
　　施します。
　　　看護師についても、看護学校への訪問や、就職説明会への参加による積極的なリクルーティ
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　　ングを行う一方、看護師等修学資金貸与の実施、病院見学会の開催などをとおして看護師の確

　　保に努めます。
　　　また、看護師臨床研修制度を充実し、研修をとおして新卒看護師が医療事故への不安を解消
　　することで離職の防止を図ります。

　（ⅵ）診療報酬制度への適切な対応
　　　診療報酬制度の改正に適切に対応し、新たな施設基準の取得に取り組みます。

　（ⅶ）未収金の発生防止と早期回収
　　　患者の自己負担額について、未収金の発生を極力防止するとともに、発生した場合の早期回
　　収に努めます。

　（ⅷ）所有財産の有効活用
　　　遊休地である旧第二病院跡地について、民間企業へ長期的な貸付を行い、継続的に安定した
　　収入の確保を図ります。

　（ⅸ）診療機能の拡充
　　　内視鏡検査や透析患者の増加により、手狭となった内視鏡室及び透析室について、平成２４
　　年度に増築を行い、広い診療スペースを利用し、患者の受入れを強化しながら、より安全で安
　　心できる検査・治療の提供に努めます。

　③事業規模・形態の見直し
　　　一般病床では、急性期病院としての機能維持とＤＰＣの適用により、平均在院日数が短縮し、
　　病床利用率が減少する傾向にあります。今後、継続的に病床利用率が80％を下回るような場合

　　は、病床の有効利用と看護体制の効率化を考慮し、回復期リハビリテーション病棟等への移行

　　を検討します。
　　　一方、精神病床については、現在の体制を維持していくことにします。　　　

　④経費削減・抑制対策

　（ⅰ）人件費の適正化
　　　職員数については、業務の見直しや委託化・効率化を図り、適正配置に努めます。

　（ⅱ）在庫管理の効率化（ＳＰＤ（※）方式の推進）
　　　医薬品や診療材料については、物流及び在庫管理の効率化を図るため、ＳＰＤ方式を採用し

　　ており、今後とも、医療現場、管理課及び納入業者との意思疎通を図り、対象品目の拡大や適

　　正価格での納入に努めます。

　　※ＳＰＤ（Supply Processing & Distribution）

　　　　物品の供給、在庫などの物流管理を中央化および外注化することにより、診療現場の物品を柔軟かつ円滑に管理する

　　　方法のことをいう。

　
　（ⅲ）業務委託、設備保守管理等の契約見直し
　　　業務委託については、事務作業の効率化やコスト削減が期待できるものについては、積極的

　　に導入を進めます。また、既存の委託業務についても、費用対効果を研究し、仕様の見直しや

　　長期継続契約の拡大を図ります。

　　　設備等保守については、過去の実績を踏まえ、委託費用の適正化を図るとともに、ランニン

　　グコストを検討し、コスト削減を図ります。

　（ⅳ）ジェネリック医薬品の利用促進
　　　ジェネリック医薬品の採用推進を図り、医薬品費の削減に努めます。
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　⑤医療の質と病院機能の向上

　（ⅰ）第三者機関による外部評価の推進
　　　質の高い医療を効率的に提供し、安全で安心な病院機能を確立するため、第三者機関等によ
　　る外部評価を受けます。

　（ⅱ）戦略的思考の醸成
　　　病院の基本方針や経営目標を達成するために、経営マネジメントツールであるＢＳＣ（※）
　　を導入し、全職員を対象とした戦略的思考（経営感覚）の醸成に取り組んでいます。今後は、
　　その取り組み内容に対する評価、改善活動をとおして、より精度の高い病院経営の実現に向け
　　た戦略的思考の醸成に努めます。

　　※ＢＳＣ（バランス・スコア・カード）

　　　　基本理念の達成に向けて事業を進めていくうえで、「財務」「顧客」「業務プロセス」「学習と成長」の各視点のバ

　　　ランスをよく取りながら目標を達成する経営マネジメントツールのことをいう。 

　　　　　当院では、新たに「医療の質」という視点を加えている。

　（ⅲ）患者サービスの向上
　　　接遇研修、患者アメニティ及び利便性などについて、より効果的な手法の検討や実践をとお
　　して、サービスの向上に努めます。

　（ⅳ）地域に開かれた病院づくり
　　　自治体病院として、地域住民の健康の増進と福祉の向上のため、病院活動に関する情報を提
　　供するとともに、地域からの意見や要望を可能な限り取り入れた病院運営を行い、地域に開か
　　れた病院づくりに努めます。
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　４　能登中部医療圏における公立病院の再編・ネットワーク化

（１）石川県における再編・ネットワーク化構想

　公立病院の再編・ネットワーク化の背景には、医師不足をはじめとした医療環境をめぐる厳しい
現実を踏まえ、医師確保や医療機能を個々の病院で考えるのではなく、地域の中核病院を核とした
ネットワーク形成によって地域医療を守ろうという考えがあります。

　石川県においては、平成２３年度に４疾病５事業における「再編・ネットワーク化構想」が決定

され、それぞれの医療圏における公立病院等が担う役割や地域医療連携のあり方が示されました。　

　当院では、この構想に基づき、能登中部医療圏で当院が担うべき役割を果たすとともに、能登北

部医療圏への診療支援の実施及び石川中央医療圏にある三次医療機関との連携強化等、二次医療圏

の枠を超えたネットワークの構築に努めます。

（２）再編・ネットワーク化に向けた具体的な取り組み

　①がん医療【地域がん診療連携協力病院】

　・五大がん患者に対して、手術、化学療法及び放射線治療等の専門的診療を行います。

　・進行がん及び再発がん患者に対する緩和ケアを実施します。
　・難治性がん及び希少がん等の患者については、石川中央医療圏のがん診療連携拠点病院等と連
　　携して対応します。

　②救急医療【能登中部医療圏で唯一の救命救急センター】

　・三次救急医療に対応します。
　・同一医療圏内の他の救急告示病院と協力して、能登中部及び能登北部医療圏における脳卒中や
　　急性心筋梗塞の専門的な治療を要する患者の受入体制を確保します。
　・脳卒中については、前方連携として、脳卒中モバイル画像転送システムを活用した円滑な転院
　　搬送を行います。また、後方連携として、脳卒中地域連携クリニカルパスを活用した円滑な逆
　　紹介を行います。
　・重篤な熱傷、中毒患者等の特殊な三次救急患者については、石川中央医療圏の三次救急医療機
　　関等と連携して対応します。

　③小児救急医療

　・一次及び二次小児救急患者に対応します。
　・同一医療圏の他の小児科標榜医療機関と協力して、休日及び夜間の小児救急医療体制を確保し
　　ます。
　・重篤な三次小児救急患者については、石川中央医療圏の三次小児救急医療機関等と連携して対
　　応します。

　④周産期医療

　・正常分娩に対応します。
　・ハイリスク妊産婦及びハイリスク新生児については、石川中央医療圏の周産期母子医療センタ
　　ーと連携して対応します。

　⑤能登北部の公立病院の診療支援

　・能登北部の公立病院で、脳神経外科及び精神科など常勤医が不在の診療科について、大学病院
　　と連携のもとに医師を派遣します。
　・能登北部の公立病院で、小児科などの一人医長の診療科について、大学病院と連携のもとに医

- 11 -



　　師を派遣します。

　⑥リハビリ医療及び地域連携の調整

　・開放型病床や医療機器の共同利用、地域の医療従事者に対する研修会の開催等、地域連携の調
　　整役としての役割を強化します。

（３）再編・ネットワーク化構想の見直し

　石川県においては、平成２４年度に新しい「石川県医療計画（第六次）」を策定する予定であり、
新しく策定された医療計画をもって、現行の「再編・ネットワーク化構想」を置き換える予定であ
るため、当院においても、必要に応じて再編・ネットワーク化の対応計画の見直しを行います。

　５　経営形態の見直し

　当院では、平成１２年３月の移転新築以来、減価償却費及び企業債償還金の増加に加え、新臨床

研修制度による医師不足、職員の高齢化による退職金等給与費の増大、さらに度重なる診療報酬の

マイナス改定等により著しく経営状況が悪化しました。

　数年で現金預金が底をつくという危機的状況から、当院では平成１８年度からの３年間をかけて
「単年度黒字」を実現する経営目標を掲げ、集中的かつ効率的な取組みを「経営改革のシナリオ」
としてまとめ、鋭意実行してきたところであります。

　さらに、これら取組みの実効性を確保するため、経営形態も平成１９年度から地方公営企業法全

部適用に移行し、より広く、より強い権限と責任を持った病院事業管理者を設置し、職員一丸とな

って、自律的な改革を推進してきました。

　経営改革の成果としては、平成１７年度決算の 14億1,229万円の赤字額が年々減少し、平成２３
年度には2億2,940万円の黒字を計上するにまで至りました。また、平成１２年度から減り続けてい
たキャッシュフローについても、平成２０年度から黒字へと転化しています。

　以上のように、当院では地方公営企業法の全部適用によって所期の効果が達成されつつあり、引

き続き現在の経営形態により、一層堅実で安定的な経営の確立に努めていくことにしました。

　しかし、今後、継続的に安定した経営が困難となる事態や病院運営における機能低下が予測され

る場合は、地方独立行政法人化(非公務員型)等の経営形態への移行についても柔軟に対応していく

予定です。

　６　改革プランの評価と見直し

　改革プランの実施状況については、年１回以上点検・評価をすることになっています。

　当院では、評価の客観性を確保するために、有識者や地域住民の皆様によって構成されている

「病院協議会」で点検・評価を行うことになっています。

　評価の具体的な方法については、「改革プランの進捗状況」、「目標が達成されなかった場合の
原因究明」及び「今後の改革の進め方」などについての意見を述べながら、その妥当性を検証して
いきます。

　点検・評価の結果、改革プランの対象期間のうち、２年間が経過した時点において、改革プラン
に掲げた経営指標に係る数値目標の達成が著しく困難であると認められるときは、プランを見直し、
必要な改定を行うことになります。
　また、石川県における｢再編・ネットワーク化構想｣が見直された場合についても、プラン内容を
変更し、その実現を図るものとします。
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Ⅱ　平成２６年度決算の状況

　１　決算の概要

　平成２６年度の病院事業は、地域住民に信頼され、安心で安全な地域医療を提供する公的基幹病

院として、「第３次経営改革のシナリオ」による経営改革に取り組む中、地域住民の健康と福祉の

増進に努めるとともに、地域医療支援センターを中心に「２人主治医制」を推進し、紹介・逆紹介

による地域の医療機関等とのスムーズな連携にも努めました。

　また、県から原子力災害対策施設整備費補助金を受け、原子力緊急事態において患者の一時避

難場所として利用できるよう一部病棟に放射線防護設備を整備し、患者が安心して療養できる環

境の整備を行いました。
　さらには、これまでの経営改革の堅実な歩みを継承し、さらなる持続可能な健全経営を確立す
るために改革プランを更新し、次年度以降の具体的な取り組みを明らかにした「第４次経営改革
のシナリオ」を策定しました。

　平成２６年度病院事業会計の決算は、129,996,023円の経常利益となりましたが、地方公営企業
会計制度の改正により、６月支給の期末勤勉手当の前年度分に係るもの等 273,391,314円を特別

損失に計上したことにより、143,395,291円の純損失となりました。

当期純損益の推移

　資本的支出では、医療情報システム等の器械備品31品目の購入、放射線防護対策工事及び医療
情報システムサーバ室及び歯科口腔外科等診察室改修工事、企業債元金の償還(返済)、看護師確保
対策として看護学生へ修学資金の貸与を行いました。

・看護師修学資金の貸与者は 9名（新規0名、継続 9名）。　※ 貸与者のうち 8名が、当院へ入職。

・企業債（借金）の借入額は 8億5,470万円、償還(返済)額は 8億7,920万8千円。

企業債（借金）残高の推移

▲16億円 

▲12億円 

▲8億円 

▲4億円 

0億円 

4億円 
H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

経常損益 

当期純損益 

110億円 

130億円 

150億円 

170億円 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
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　２　損益計算書

　損益計算書とは、一営業期間における企業成績を明らかにするために、その期間中に得た全ての

収益と、これに対応する全ての費用を記載し、純損益とその発生の由来を表示した報告書です。

（税抜き、単位：円）

 事業収益  事業費用

 医業収益  医業費用

 入院収益  給与費

 外来収益  材料費

 その他医業収益  経費

 減価償却費

 資産減耗費

 医業外収益  研究研修費

 受取利息配当金  医業外費用

 補助金  支払利息

 負担金交付金  長期前払消費税償却

 長期前受金戻入  雑損失

 その他医業外収益

 特別利益  特別損失

 過年度損益修正益  その他特別損失

※ 医業損益 円 （医業収益－医業費用）

※ 経常損益 円 （医業損益＋医業外収益－医業外費用）

　３　資本的収支

　病院建物や医療器械の整備など、支出の効果が長期間にわたるものについての収支区分です。

（税込み、単位：円）

 資本的収入  資本的支出

 企業債  建設改良費

 補助金  企業債償還金

 他会計補助金  投資

 他会計負担金

 寄附金

 投資回収金

※ 資本的収入が資本的支出に不足する額514,026,712円は、減債積立金及び損益勘定留保資金等で補填。

　４　一般会計からの繰入金

　企業債元利償還金や救急医療の確保などの経費に対して、一般会計から繰入れされた金額の内訳
です。

（単位：円）

 収益的収入（病院運営費）

 資本的収入（企業債償還金）

▲514,026,712 

区　　　　分

合　　　　計

金額

1,091,176,000 

 収支差引額

460,757,315 

630,418,685 

821,308 

317,557,800 879,207,909 

43,780,000 3,888,000 

460,757,315 

収　　　　入（収益的収入） 費　　　　用（収益的支出）

9,506,012,549 9,649,407,840 

8,285,221,331 8,901,494,764 

5,249,543,458 4,945,301,160 

2,675,979,519 1,749,571,389 

359,698,354 1,216,645,589 

940,189,467 

20,655,094 

1,220,791,218 29,132,065 

1,044,224 474,521,762 

217,894,535 16,135,200 

25,151,719 538,113,685 

135,118,211 

0 273,391,314 

530,379,898 231,475,508 

0 273,391,314 

 当期純利益（▲純損失） ▲143,395,291 

▲616,273,433 

854,700,000 1,308,547,226 

0 

129,996,023 

収　　　　入（資本的収入） 費　　　　用（資本的支出）

1,677,616,423 2,191,643,135 

 
医
業
損
益
 

 
経
常
損
益
 

 
 
純
損
益
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　５　貸借対照表

　貸借対照表は、企業のある一定時点における資産、負債、純資産の状態を表すために複式簿記と

呼ばれる手法により作成され、経営状態に関する情報を提供するための報告書です。

（税抜き、単位：円）

 資産  負債

 固定資産  固定負債

 有形固定資産  企業債

 無形固定資産  リース負債

 投資その他資産  引当金

 流動負債

 企業債

 リース債務

 未払金

 引当金

 流動資産  その他流動負債

 現金預金  繰延収益

 未収金  長期前受金

 貯蔵品  長期前受金収益化累計額

 資本

 資本金

 資本金

 剰余金

 資本剰余金

 利益剰余金

 資産計  負債・資本計

　６　現金預金残高

現金預金残高の推移

3,949,932,510 

5,117,105,889 

17,416,814,443 17,416,814,443 

▲1,538,865,610 

2,774,400 

▲1,541,640,010 

1,000,302,315 

58,841,426 

2,411,066,900 

42,408,880 

839,832,244 

231,460,850 

1,173,478,986 

2,207,815,968 

▲1,034,336,982 

3,410,922,072 

1,670,251,488 

35,932,329 

3,949,932,510 

12,147,019,140 11,179,964,766 

149,092,050 410,468,151 

2,172,845,715 

68,989,925 3,597,364 

負債・資本資産

17,416,814,443 15,005,747,543 

12,299,708,554 11,659,422,842 

0億円 

10億円 

20億円 

30億円 

40億円 

50億円 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26
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　７　患者数の状況

　患者数は、入院患者延 130,946人(一日平均 358.8人)、外来患者延 229,465人(一日平均 940.4
人)であり、前年度実績に比べ、入院患者は 3,103人(一日平均 8.5人)増、外来患者は 4,316人
(一日平均 17.7人)減となりました。

(％) (％)

 内科 26.8 25.0

 神経内科 2.2 1.6

 循環器科 12.1 6.4

 小児科 1.6 5.7

 外科 8.8 3.4

 整形外科 13.1 8.3

 形成外科 1.1 3.0

 美容外科 0.0 0.2

 脳神経外科 7.4 1.6

 皮膚科 0.9 6.3

 泌尿器科 3.1 6.1

 産婦人科 2.4 3.3

 眼科 0.7 4.6

 耳鼻咽喉科 1.2 5.0

 放射線科 0.0 1.1

 麻酔科 0.0 0.0

 歯科口腔外科 0.4 4.9

 （小計） 81.8 86.5

 人間ドック - -

 一般計 82.1 86.5

　一日平均 - -

　病床利用率 - -

 精神科 17.9 13.5

　一日平均 - -

　病床利用率 - -

 全体 - -

 一日平均 - -

　病床利用率 - -

　診療日数 - -

 科別 前年度 増　減 前年度

診療科別患者数の状況

　　　　　 　区分 延 入 院 患 者 数 延 外 来 患 者 数

増　減

2,888人 3,572人 ▲684人 3,639人 4,081人 ▲442人

35,094人 37,488人 ▲2,394人 57,420人 59,052人 ▲1,632人

15,807人 15,331人 476人 14,787人 15,129人

2,062人 2,354人 ▲292人 13,136人 13,245人 ▲109人

▲342人

17,151人 14,422人 2,729人 18,936人 18,520人 416人

11,550人 9,032人 2,518人 7,782人 7,581人 201人

0人 0人 0人 440人 551人 ▲111人

1,418人 1,315人 103人 6,872人 7,047人 ▲175人

9,625人 9,176人 449人 3,779人 3,910人

1,160人 1,163人 ▲3人 14,498人 15,069人 ▲571人

▲131人

3,133人 3,756人 ▲623人 7,682人 7,843人 ▲161人

4,118人 3,938人 180人 13,953人 13,920人 33人

1,621人 1,112人 509人 11,506人 11,706人 ▲200人

898人 1,073人 ▲175人 10,545人 11,109人 ▲564人

0人 0人 0人 2,456人 1,519人

0人 0人 0人 0人 0人 0人

937人

107,095人 104,149人 2,946人 198,597人 202,360人 ▲3,763人

570人 417人 153人 11,166人 12,078人 ▲912人

460人 554人 ▲94人           －           －           －

294.7人 286.9人 7.8人 813.9人 829.3人

107,555人 104,703人 2,852人 198,597人 202,360人 ▲3,763人

▲15.4人

89.3％ 86.9％ 2.4％           －           －           －

64.1人 63.4人 0.7人 126.5人 128.8人

23,391人 23,140人 251人 30,868人 31,421人 ▲553人

▲2.3人

64.1％ 63.4％ 0.7％           －           －           －

358.8人 350.3人 8.5人 940.4人 958.1人

130,946人 127,843人 3,103人 229,465人 233,781人 ▲4,316人

365日 365日 0日 244日 244日 0日

82.7％ 80.7％ 2.0％           －           －           －

▲17.7人

外科 脳外 
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Ⅲ　改革プランの進捗状況

　１　目標達成に向けた取り組みの状況

　（１）民間的経営手法の導入
　　①経営分析・経営診断の実施

 ・ＤＰＣ分析の開始（平成21年度～）

　（２）収入増加・確保対策
　　①医療業務のＩＴ化推進

 ・電子画像管理配信システムの導入（平成20年度～）

 ・電子カルテシステムの導入（平成21年度～）

 ・電子カルテシステムの更新（平成26年度～）

　　②地域における医療連携の推進

　　③在院日数の適正化

※人間ドックに係る入院患者数を除く

　　④病床利用率の確保

　　⑤医師の招聘・看護師の確保対策

　 ※臨時職員（常勤換算）を含む（看護師には准看護師を含む）

　 ※医師はH21年度から、看護師はH19年度から実施

　　⑥診療報酬制度への適切な対応

 ・ＤＰＣ対象病院（H20年度～）

 ・入院医学管理加算の取得（H21年度～）

 ・麻酔管理料の取得（H21年度～）

 ・医師事務作業補助体制加算75：1の取得（H21年度）

 ・医師事務作業補助体制加算50：1の取得（H22年度）

 ・急性期看護補助体制加算75：1の取得（H22年度）

 ・精神看護補助加算50：1の取得（H22年度）

 ・医師事務作業補助体制加算25：1の取得（H23年度～）

 ・急性期看護補助体制加算50：1の取得（H23年度）

 （うち研修医） 7人 6人 4人 4人

 　〃　＜看護師＞ 328人 347人 356人 364人

5人

363人

H21年度 H22年度 H23年度 H26年度

 職員数＜医師＞ 53人 55人 53人 59人

H24年度

54人

 病床利用率＜一般＞ 84.2％ 89.0％ 88.9％ 89.3％

 病床利用率＜精神＞ 76.1％ 79.1％ 80.9％ 64.1％

88.4％

72.8％

86.9％

63.4％

0人

 逆紹介率 20.9％ 21.3％ 25.4％ 36.4％

H21年度 H22年度 H23年度 H26年度

39.4％

H25年度

 平均在院日数＜一般＞ 17.0日 17.1日 17.2日 16.1日

H21年度 H22年度 H23年度 H26年度

16.9日

H21年度 H25年度

26.4％

35.7％

H24年度

58人

3人

368人

H25年度

H24年度

16.4日

H25年度

取組内容及び進捗状況

H21年度 H22年度 H23年度 H26年度

 修学資金新規貸与者<医師> 0人 1人 0人 0人

0人

 （うち入職者） 6人 7人 8人 8人12人12人

0人

0人

9人

H24年度

0人

取組内容及び進捗状況

取組内容及び進捗状況

 　 　〃 　　　　<看護師> 12人 16人 12人

 （うち入職者） 0人 0人 1人 0人

17.8％

H22年度 H23年度 H26年度H24年度

25.8％19.2％ 20.6％ 23.8％ 紹介率

H25年度

10人
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 ・精神看護補助加算30：1の取得（H23年度～）

 ・感染防止対策加算の取得（H23年度）

 ・感染防止対策加算1の取得（H24年度～）

 ・感染防止対策地域連携加算の取得（H24年度～）

 ・患者サポート体制充実加算の取得（H24年度～）

 ・データ提出加算2の取得（H24年度～）

 ・院内トリアージ実施料の取得（H24年度～）

 ・心大血管疾患リハビリテーション料2の取得（H24年度～）

 ・医師事務作業補助体制加算20：1の取得（H25年度～）

 ・精神科地域移行実施加算（H26年度～）

 ・精神科ｼｮｰﾄｹｱ･ﾃﾞｲｹｱ｢大規模なもの｣（H26年度～）

 ・在宅療養後方支援病院（H26年度～）

 ・急性期看護補助体制加算50：1の取得（H26年度～）

 ・ハイケアユニット入院医療管理料１（H26年度～）

　　⑦未収金の発生防止と早期回収

　※翌年5月末日現在の未収金額

　　⑧所有財産の有効活用

　（３）事業規模・形態の見直し

 ・H26年度に地域包括ケア病棟への移行を検討

 ・回復期リハビリテーション病棟への移行は、今後検討予定

 　＜H22年度：病床利用率（一般）89.0％＞

 　＜H23年度：病床利用率（一般）88.9％＞

 　＜H24年度：病床利用率（一般）88.4％＞

 　＜H25年度：病床利用率（一般）86.9％＞

 　＜H26年度：病床利用率（一般）89.3％＞

　（４）経費削減・抑制対策
　　①人件費の適正化

　　②在庫管理の効率化（ＳＰＤ方式の推進）

※薬品はH23年度からＳＰＤ方式を実施

　　③業務委託、設備保守管理等の契約見直し

 ・調理部門の全面委託を実施（平成21年度～）

　　④ジェネリック医薬品の利用促進

H22年度 H23年度 H26年度H24年度 H25年度

 個人未収金額 40,856,475円 49,668,099円

H26年度

53,121,941円

H24年度

20,276,400円

48,925,985円

H26年度

H22年度 H23年度 H26年度

 旧第二病院跡地貸付料 20,276,400円 20,276,400円

 　　　〃　＜診療材料費＞

14.0％

6.5％

12.9％14.2％

60.1％23.0％22.3％

取組内容及び進捗状況

H24年度

13.1％

57.0％

 医業収益比率＜薬品費＞

H26年度

55.4％ 医業収益比率＜給与費＞

 使用薬品数割合（入院診療）
　＜ジェネリック薬品＞

H22年度 H23年度

22.2％23.2％

H25年度

49,100,231円

H25年度

20,276,400円

H25年度

59.7％

H25年度

14.5％

6.7％

取組内容及び進捗状況

59.7％

H23年度

H22年度

7.1％6.6％6.7％

H24年度

H24年度

20,276,400円

H23年度

H22年度

55.5％
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　（５）医療の質と病院機能の向上
　　①第三者機関による外部評価の推進

 ・医療機能評価の認定＜病床複合版：一般･精神　審査体制区分3 Ver5.0＞（平成20年度～）

 ・医療機能評価の認定＜付加機能：救急医療機能　審査体制区分3 Ver5.0＞（平成20年度～）

 ・医療機能評価の認定＜主たる機能：一般病院2　機能種別版評価項目3rdG Ver1.0＞（平成25年度～）

 ・医療機能評価の認定＜副機能：精神科病院　機能種別版評価項目3rdG Ver1.0＞（平成25年度～）

　　②戦略的思考の醸成

 ・ＢＳＣによる全員参加型の病院経営の実践（平成19年度～）

　　③患者サービスの向上

 ・看護師フロアマネージャーを外来に配置（平成23年度～）

 ・コンビニエンスストアの設置（平成24年度～）

　　④地域に開かれた病院づくり

 ・病院協議会の開催（平成19年度～）

 ・出前講座の開催（平成19年度～）

 ・院外情報誌「陽だまり」の全戸配布＜七尾市、中能登町＞（平成19年度～）

 ・ケーブルテレビでの病院番組の放映＜七尾市、中能登町＞（平成21年度～）

 ・七尾市民健康福祉まつり参加（平成26年度～）

　　⑤その他

 ・休日リハビリテーションの実施（平成21年度～）

 ・ＭＲＩ装置の更新（平成21年度）

 ・Ｘ線循環器診断システムの更新（平成21年度）

 ・生化学自動分析装置の更新（平成22年度）

 ・ＦＰＤ搭載Ｘ線ＴＶシステムの更新（平成22年度）

 ・手術ナビゲーションシステムの購入（平成22年度）

 ・全自動アンプル払出機の更新（平成23年度）

 ・低温プラズマ滅菌器の更新（平成23年度）

 ・核医学ＳＰＥＣＴ装置の更新（平成23年度）

 ・診療棟（透析室、内視鏡室等の拡張）の増築（平成24年度）

 ・血管連続撮影装置（頭腹部用）の更新（平成24年度）

 ・電子内視鏡システムの購入（平成24年度）

 ・精神センターの増築（デイケア等）及び改修（外来待合スペース等）（平成25年度）

 ・放射線治療装置の更新（平成25年度）

 ・ＣＴ装置の更新（80列）（平成25年度）

 ・内科、歯科増改築（診察室等）(平成26年度）

 ・ＨＣＵ開設（6床）（平成26年度）

取組内容及び進捗状況

取組内容及び進捗状況

H26年度H22年度 H23年度 H24年度

23回

998人

取組内容及び進捗状況

34回

1,609人 543人

取組内容及び進捗状況

 出前講座の開催回数 26回 27回

取組内容及び進捗状況

 　　〃　　参加人数 1,058人

14回

960人

H25年度
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　２　収支計画との比較

　（１）収益的収支
(単位：百万円、％)

１.医業収益

(1)料金収入

(2)その他

うち他会計負担金

２.医業外収益

(1)他会計負担金・補助金

(2)国(県)補助金

(3)長期前受金戻入 - - - - - 531

(4)その他

経常収益 (A)

１.医業費用

(1)職員給与費

(2)材料費

(3)経費

(4)減価償却費

(5)その他

２.医業外費用

(1)支払利息

(2)その他

経常費用 (B)

　経常損益 　(A)－(B) (C)

１.特別利益 (D)

２.特別損失 (E)

特別損益　(D)－(E) (F)

　純損益 (C)＋(F)

　累積欠損金 (G)

流動資産

流動負債

　 うち一時借入金

翌年度繰越財源

差引 不良債務

経常収支比率

不良債務比率

医業収支比率

職員給与費対医業収益比率

資金不足比率

病床利用率(一般) 87.9 89.3

104.4 101.4

0.0 0.0

100.0 93.1

54.8 59.7

0.0 0.0

2,372 3,308

5,581 5,117

397 2,173

0 0

0 0

384 130

0 0

0 273

0 ▲273

384 ▲143

28 29

394 474

220 218

174 256

8,652 9,376

8,258 8,902

4,524 4,945

1,652 1,750

1,240 1,217

814 961

86.9

H26 H26

(見込) (実績)

8,261 8,285

7,884 7,925

377 360

90 100

775 1,221

650 538

15 16

110 136

9,036 9,506

97.5

0.0

92.7

59.7

0.0

5,447

1,443

0

0

0

21

1

20

▲207

3,165

398

227

171

9,066

▲227

4,797

1,803

1,294

744

30

642

18

147

8,839

8,668

8,032

7,654

378

112

807

0

57.0

0.0

88.4

0

0

0

101.4

0.0

96.5

8,845

121

0

2

▲2

119

2,959

5,086

932

8,444

4,644

1,800

1,273

697

30

401

237

164

8,146

7,825

321

50

820

651

21

148

8,966

H23

(実績)

8,115

収

入

備考
H22

(実績)

H24

(実績)

H25

(実績)

7,940

7,522 7,753

689 742

418

147

362

90

14 17

567 605

8,629 8,857

108 120

支

出

8,070

4,397

8,226

4,505

772

1,714

1,159

1,710

1,287

694

418

28 30

404

157 155

261 249

141 227

8,488 8,630

特
別
損
益

0

1

3

1

6,743

▲1

140

2

229

6,514

不
良
債
務 当年度同意等債で未借入又は

未発行の額

3,462

397

4,224

501

0

0

0

0

00

0 0 0

0 0

0 0

0.0

101.7 102.6

0.0

55.4 55.5

98.4 98.7

89.0 88.9

0.0 0.0
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　（２）資本的収支

１.企業債

２.他会計出資金

３.他会計負担金

４.他会計借入金

５.他会計補助金

６.国(県)補助金

７.その他

収入計

前年度許可債で当年度借入分

純計(a)－{(b)＋(c)}

１.建設改良費

２.企業債償還金

３.他会計長期借入金返還金

４.その他

支出計

　差引不足額　(B)－(A)

１.損益勘定留保資金

２.利益剰余金処分額

３.繰越工事資金

４.その他

計

補てん財源不足額　(C)－(D)

実質財源不足額

530 514

0 0

0 0

0 0

530 514

468 452

61 61

0 0

1 1

1,407 1,309

879 879

0 0

11 4

2,297 2,192

1

1,767 1,678

0 0

0 0

1,767 1,678

489

0

0

0

H26 H26

(見込) (実績)

937 855

0 0

461 461

0 0

44 44

325 317

0

489

428

60

0

1

979

772

0

9

1,760

382

3

1,596

325

0

888

0

316

0

7

466

0

0

0

466

408

58

0

0

914

750

0

9

1,673

144

2

1,207

0

0

666

0

365

0

30

289

719

0

10

1,018

0

0

0

413

356

57

0

0

413

237

0

363

0

3

3

1

607

2

468

0

0

0

11

856

468

412

56

0

0

収

入

112

0

268

0

0

0

388

1

7

0

53

606 388

0 0

うち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

606

0

0 0

605 1,207 1,271

支

出

426

698

148

697

0

7

0

525

1,131

補
て
ん
財
源

0

470

55

当年度同意等債で未借入又は
未発行の額

0

6

0

0

525

0

H21

350

0

197

備考
(実績)

H22

(実績)

H23

(実績)

H24

(実績)

H25

(実績)
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　３　経営指標に係る数値目標の達成状況

　（１）財務内容の改善に関するもの
　　①経常収支比率

　　経常的な経営活動から生ずる経常収益で経常費用を賄うことができているかを示す指標。

　　この指標が100％を下回る幅が大きいほど赤字が大きい。

　　②医業収支比率
　　医業活動に要する費用である医業費用を医業活動で得た収入である医業収益で賄うことができているかを示す指

　標。この指標が100％を下回る幅が大きいほど赤字が大きい。

　　③職員給与費対医業収益比率
　　医業収益に対する職員給与費の割合。最大の費用項目。精神病床 100床を有し、また達成目標年度に看護師等の

　人員が充足となる計画から高目の割合。

　　④材料費対医業収益比率
　　医業収益に対する材料費の割合。

　　⑤病床利用率
　　病床数に対する延入院患者数の割合をいい、病院の入院状況を示す指標。

　　⑥患者一人当たり診療収入
　　診療収入を延患者数で除して算出された患者一人当たりの平均診療単価。

入院

外来

入院

外来

　（２）医療機能確保に関するもの
　　①一日平均 入院患者数

　　一日当たりの平均患者数。急性期病院としての役割を果たしつつ、在院日数の短縮に取組んでいる。

　　②一日平均 外来患者数
　　一日当たりの平均患者数。かかりつけ医を推進し、患者数の適正化に取組んでいる。

　　③臨床研修医数

15,651円

6,250円 6,556円

H26(目標) H26(実績)

290.0人 294.7人

H26(目標) H26(実績)

80.0人 64.1人

H26(目標) H26(実績)

790.0人 813.9人

59.7％

H26(目標) H26(実績)

20.0％ 21.1％

H26(目標) H26(実績)

87.9％ 89.3％

H26(実績)

104.4％ 101.4％

H26(目標) H26(実績)

100.0％ 93.1％

H26(目標) H26(実績)

63.4人

829.3人

128.8人

H25(実績)

H26(目標)

54.8％

H25(実績)

59.7％

H25(実績)

22.4％

H25(実績)

92.7％

86.9％

H23(実績)

88.9％

80.9％

H23(実績)

44,025円

11,707円

15,494円

H24(実績)

22.1％

H24(実績)

72.8％

H24(実績)

H23(実績)

21.1％

790.0人

精神 140.0人140.0人 126.5人

828.7人

139.6人

834.7人

138.5人

832.4人

134.4人

一般

80.0人

目標H24(実績) H25(実績)

76.1人

H21(実績)

80.9人

H23(実績)

72.8人精神

一般 277.7人

H21(実績)

目標H23(実績)

102.6％

H24(実績)

101.4％

H25(実績)

104.4％

H23(実績) H24(実績)

97.5％

H25(実績) 目標

98.7％ 96.5％

目標

100.0％

H23(実績)

55.5％

H24(実績)

57.0％55.4％

H22(実績)

21.6％

目標

一般 87.9％88.4％

精神 80.0％63.4％

H25(実績)

80.0％ 64.1％

H26(目標) H26(実績)

45,200円44,963円

11,933円

44,579円

12,174円

45,200円

12,530円

精神

一般

6,055円

15,718円

6,224円

15,018円

6,369円

45,600円

12,530円 12,361円

16,120円

6,250円

H21(実績)

100.4％

H21(実績)

97.6％

H21(実績)

55.5％

16,120円

20.0％

目標

54.8％

H22(実績)

101.7％

H22(実績)

98.4％

H22(実績)

目標

41,808円

10,824円

14,803円

6,317円

H21(実績)

22.0％

H21(実績)

84.2％

76.1％

H21(実績)

H21(実績) 目標H23(実績)

4人

H24(実績)

7人 4人

H22(実績)

89.0％

79.1％

H22(実績)

79.1人

H22(実績)

835.7人

43,177円

11,228円

14,813円

6,037円

H22(実績)

293.6人

7人 7人5人 3人

142.1人

H22(実績)

6人

目標

290.0人

H23(実績)

293.3人

H24(実績)

291.8人

H25(実績)

286.9人
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　４　まとめ

　平成２６年度は、消費税増税並びに診療報酬の実質的なマイナス改定など厳しい状況となりまし

たが、電子カルテシステムの更新による業務の効率化、かかりつけ医との診療情報の共有化をさら

に推進するなど、安心で安全な地域医療を提供する公的基幹病院として、質の高い医療活動を行い　

ました。　

　また、県から原子力災害対策施設整備費補助金を受け、原子力緊急事態において患者の一時避難

場所として利用できるよう一部病棟に放射線防護設備を整備し、患者が安心して療養できる環境の

整備を行いました。

　さらには、これまでの経営改革の堅実な歩みを継承し、さらなる持続可能な健全経営を確立する

ために改革プラン（「第３次経営改革のシナリオ」）を更新し、次年度以降の具体的な取り組みを

明らかにした「第４次経営改革のシナリオ」を策定しました。

　平成２６年度病院事業会計の決算は、新たに「ハイケアユニット入院管理料１」などの施設基準
の取得や、入院患者数が増加したことにより医業収益が対前年度比で2億5,300百万円の増加となり
ましたが、医業費用についても、職員給与費及び減価償却費の増加などにより、対前年度比で1億
5,000万円の増額となりました。また地方公営企業会計制度の改正により、６月支給の期末勤勉手
当の前年度分に係るもの等を特別損失に計上したことにより、経常損益については1億3,000万円の
プラスとなりましたが、純損益においては1億4,300万円のマイナスとなりました。

　財務内容の改善に関する数値目標の達成状況では、患者一人当たりの診療収入（一般入院、精神
外来）、病床利用率（一般）の項目で、ほぼ目標値を達成することができましたが、経常収支比率、
医業収支比率、職員給与費対医業収益比率、材料費対医業収益比率、病床利用率（精神）、患者一
人当たりの診療収入（一般外来、精神入院）の項目では、目標値を達成することはできませんでし

た。
　また、医療機能確保に関する数値目標の達成状況では、一日平均入院患者数（一般）で目標を達
達することができましたが、一日平均入院患者数（精神）、一日平均外来患者数（一般、精神）、
臨床研修医数の項目で目標値を達成することはできませんでした。

　５　点検・評価

　平成２７年１１月１８日に有識者や地域住民の皆様によって構成されている「病院協議会」を開
催し、「平成２６年度における改革プランの進捗状況」の点検・評価を行いました。
　病院協議会で点検していただいた結果、平成２６年度は、改革プランに明記されている目標値に
ついて、大部分の項目で数値目標を達成することができませんでしたが、平成２７年度は、新たな
医療機器導入等による診療単価増により、経常損益で黒字が見込まれることから、平成２７年度以
降についても、現状の改革プランを更新して策定された「第４次経営改革のシナリオ」を職員一丸
となって推進していただきたいとの評価を得ました。
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